
 

  

▲菅総理に対して政府のデジタル政策を質す尾辻かな子 

 2月 17日（水）の予算委員会で質問に立ちました。 

衆議院議員 尾辻かな子 プロフィール 社会福祉士・介護福祉士 
大阪府議会議員、参議院議員を経て現職。立憲民主党 大阪府第 2 区総支部長（大阪市

生野区、阿倍野区、東住吉区、平野区）、団体交流局副委員長。 

国会では厚生労働委員会、消費者問題に関する特別委員会（理事）に所属。日経ビジネス

「2014日本の主役 100」、2019年「第 198国会 三ッ星議員」、文藝春秋 2020年の論点

「注目すべき若手議員七人衆」に選ばれる。1974 年生まれ。同志社大学商学部卒業。空手

道二段、テコンドー初段。「誰も置き去りにしない社会」をめざして活動中。 

予算委員会で 
質問に立つ！ 

↓質問要旨はこちら 

●政府のデジタル政策 

各都道府県のコロナ新規感染者集計は手計算と聞いている

が事実か。コロナ対策アプリ『ＣＯＣＯＡ』に不具合が見つか

り、感染者数もいまだに手計算。デジタル政策を危惧する。 

●オリンピック・パラリンピック東京大会のコロナ対策 

約 73億円をかけて開発している観客向けアプリを使用す

れば、「観客の 14日間入国待機」も「ワクチン接種」も必要

なしとなるのか。これで本当に感染が防げるとお考えか。 

また無観客開催となった場合、このアプリはどうなるのか。 

●オリパラの「多様性と調和」と LGBTQ 

●介護現場のワクチン優先接種 

優先対象外の訪問介護、デイサービス等在宅介護サービス

の方々も優先接種の対象にすべき。 

今後も皆さんの声を全力で国政に届けます！ 

    2/18朝日新聞 朝刊 

    2/18 テレビ朝日「ひるおび」 

各種メディアでも注目の質問として 
取り上げられました！ 
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 対象者 支給額 
申請 

手続き 
問合せ 

 
大阪府 
営業時間 
短縮協力金 
（第 1期） 

・ 大阪府域の飲食店・遊興施設 
1店舗当たり 

最大 

150万円 
日額 6万円×

25日間 
※1/14～2/7 まで要請

遵守の場合 

受付中 

大阪府 HP

に掲載 

大阪府営業時間 

短縮協力金 

コールセンター 

06-6210-9525 

・ 20時までの営業時間の短縮 

・ 
令和 3年 1月 14日～2月 7日の 25日間、 

時短要請遵守感染防止宣言ステッカーを導入 

・ 申請期日 2021年 3月 22日（月） 

新型コロナ 
感染症対応 
休業支援金・
給付金 

・ 

2020 年 4 月 1 日～緊急事態宣言が全国

で解除された月の翌月末までに、事業主の

指示により休業した中小事業主の労働者 

休業前賃金の

8割（上限 11,000

円）を休業実績

に応じて 

申請書類

を郵送 

厚生労働省 

新型コロナ感染症

対応休業支援金・

給付金 

コールセンター 

0120-221-276 

・ その休業に対する賃金（休業手当）受け取

ることができない方 

休業した期間 申請期限 

2020年 4～12月 2021年 3月 31日（水） 

2021年 1月から緊急事態

宣言が全国で解除された
月の翌月末までの期間 

対象期間の末日の属する月

の 3か月後の末日 

緊急事態宣言
の影響緩和に

係る 
一時支援金 

2021年 1月発令の緊急事態宣言に伴う飲食店

の時短営業や不要不急の外出・移動の自粛によ

り 2019 年比または 2020 年比で、2021
年 1 月～3 月のいずれかの月の売上が
50％以上減少した中小法人・個人事業者 

法人 

60万円以内 

個人事業者等 

30万円以内 

登録確認

機関の事

前確認後

Web申請 

中小企業庁 

長官官房総務課 

一時支援金 

事務局 

0120-211-240 

緊急小口資金 
・ 

総合支援資金 
（貸付） 

・ 
休業等により一時的な資金が必要な方と、

失業等により生活の立て直しが必要な方。 
緊急小口 

20万円 
 

総合支援 
60万円 

20万円/月×3か月※ 

※3か月以内の延長

貸付あり 

お住まい

の社会福

祉協議会

へ℡ 

厚生労働省 
コールセンター 
0120-46-1999 
 
各区社会福祉協議会 

生野区    

06-6712-3101 

阿倍野区  

06-6628-1212 

東住吉区  

06-6622-9075 

平野区   

06-6795-2525 

・ 
総合支援資金は、利用後でも最大 3 か月

（60万円）再貸付 

・ 
償還時において、なお所得の減少が続く住

民税非課税世帯の償還を免除 

・ 申請期日 2021年 3月 31日（水） 

各種新型コロナ感染症対策支援 
 

衆議院議員 尾辻かな子事務所へご相談ください 
 

2021年 2月 28日時点 


